
◎基本情報

主

副

● 対象 ○ 対象外 ● 対象 ○ 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ○ 一部委託 ○ 全部委託　 ● 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 92,840 89,440 89,440 89,840

事業費

の内訳

令和3年度決算

・小学校への補助金　１校　３００千円
・中学校への補助金　７校　２，１００千円
・高等学校への補助金　１８校　８５，６００千円

令和4年度予算

・小学校への補助金　２校　７００千円
・中学校への補助金　７校　２，１００千円
・高等学校への補助金　１８校　８５，６００千円

人工 0.2 0.2 0.2 0.2

人件費 1,440 1,440 1,440 1,440

事業費 91,400 88,000 88,000 88,400

うち特定財源 0 0 0 0

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

0 年度

関連法令・条例・
要綱等

私立学校法・私立学校振興助成法・札幌市私立学校助成規則・私立学校教材教具等整備費補助金事務処理要
領

他都市の状況

多くの政令指定都市において、同様の助成を実施している。

実施結果

私立小・中・高等学校計２６校に対して、８８，０００千円の補助を実施した。

事業実施における
工夫点

補助事業が効果的に活用されるよう対象の全小・中・高等学校に対し申請案内を送付している。

対象者 市内各私立学校法人 開始 0 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

国及び道の施策を補完する立場で私立学校に対し補助を行う。

長期

学校教育における私立学校の果たす重要な役割に鑑み、私立学校の教育条件の維持及び向上並びに私立学校
に在学する児童、生徒に係る修学上の経済的負担の軽減を図るとともに、私立学校の経営の健全性を高め、私立
学校の健全な発達に資する。

取組内容

補助金の交付により、私立学校経営の安定と父母負担の軽減を促進し、私立学校教育の振興を図る。
①私立学校（私立幼稚園を除く）に対して教材教具・管理用備品の購入及び施設の維持・補修等に関する補助金
を交付

011-211-2942
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

○ 拡充 ● 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
私立学校教育の振興と保護者の経済的負担軽減に寄与することができたため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

次年度以降も同規模の補助を維持する。

予算
次年度以降も同規模の補助を維持する。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

なし

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

私立学校の運営管理費に係る補助については国及び道も行っているが、教材教具等を対象とし
た補助は当補助金のみであり、国及び道の施策を補完し私立学校教育の振興に寄与する現在の
手法は適切であると考える。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

文部科学省においても多様な学びの機会の確保を推進しており、価値観の多様化等により学校
教育においても様々な選択肢を用意することが求められていることから、私立学校が特色のある
学びの場を提供することは重要である。
少子化により私学の定員充足率も低下する中で、本事業は私立学校の安定した運営の一翼を担
うことにより、生徒に対し安心して通える多様な学びの機会の提供に寄与するものである。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

令和３年度決算額のとおり予算上限にて補助を実施し、教育内容の充実や教育環境の向上な
ど、私立学校教育の振興と保護者の経済的負担の軽減に寄与することができた。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

多くの政令指定都市で類似の補助が実施されており、本市としても現在と同等規模の補助を継続
していく必要があるため、適切な事業規模と考える。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

26校 27校

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

27校

活動指標２

指標名 市内の私立学校（小中高）数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

27校 26校

活動指標１

指標名 補助金交付学校数

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

27校 26校 26校


